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我が国では、2015 年で団塊の世代が 65 歳を迎え、2025 年には高齢者人口がピークの約
3500 万人に達すると言われている [西田, 2007, p. 30]。厚生労働省の調べでは、介護を必要
とする要介護高齢者の発生割合は 65~69 歳で 1.5％ほどだが、70~74 歳では３％、75~79 歳
では 5.5％、80~84 歳では 10％、85 歳以上では 20％を超えると推計されており、2025 年に




介護保険制度が整備された [吉村, 2013, p. 15] [西田, 2007, p. 19]。介護保険制度は要介護者、
及び要支援者の「自立支援」と「尊厳の維持」(1)を目的として、高齢者の能力に応じて自
立した日常生活を営むことが出来る様、保健医療サービスと福祉サービスの給付を行って
いる [牛越, 2005, p. 16]。このような介護保険制度の下で給付された費用額は、平成 23 年
３月末～平成 24 年２月末時点で、7 兆 9409 億円。高額介護サービス、高額医療合算介護











































及び [日経 BP 社①, 2012, p. 32]を参考に筆者作成
(4) 平成 25 年雇用動向調査結果の概況：結果の概要,
http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/koyou/doukou/14-2/kekka.html#01, アクセス日 14/10/16 を参考。
(5) 平成 24 年雇用動向調査結果の概況：結果の概要,
http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/koyou/doukou/13-2/kekka.html#01, アクセス日 14/10/16 を参考。




て、前年度対比0.4ポイント減の改善傾向はあるももの [日本経済新聞社, 2014, 8/12, p. 12]、
慢性的に全産業平均より高い離職傾向が存在していることは明らかである。続いて、さら
にこれらを介護サービス別に分けると下記と様な分布となる。（図３）
図 3 介護サービス別離職率推移(2010～2013 年度)
介護労働安定センター「介護労働実態調査」平成 22～25 年度を基に筆者作成
このような高い離職傾向の構造の一つとしては、離職率の高い事業所と低い事業所で二





















職場の人間関係に問題があったため 590 15.3% 15.3%
法人や施設・事業所の理念や運営のあり方に不満があったため 589 15.2% 30.5%
他に良い仕事・職場があったため 420 10.9% 41.4%




給与が安い 384 15.50% 15.50%
その他 268 10.80% 26.30%
職場内の人間関係 261 10.50% 36.80%
正社員になれない 137 5.50% 42.30%
結婚のため 137 5.50% 47.80%
仕事の内容がきつい 126 5.10% 52.90%
[全国老人保健施設協会, 2014]より筆者作成
(7) 全回答者数 3,866 名(内、施設系 2,330 名、居住系 705 名、居宅介護支援 831 名)。各項目における回答者数は、
本資料が複数回答による構成比のみの表示の為、一度実数に戻した後、全体の回答者に構成比を乗じたものを
記載。













[中川・他, 2014, p. 48]。以上の二つの共通項に続いて、施設の理念や経営方針に対しての
不満、雇用形態上及びライフステージ上の理由、過労な業務が主な離職理由として挙がっ
ており、これらによって介護職従事者の離職意思の過半数が満たされていることがわかる。

















































































































ものであると [森本, 2003, p. 263-264]内で述べられている。この様に、施設内で提供され
る介護サービスはある程度分業化されており、例えば食事であれば、利用者個々の身体状
況に応じて担当部署が調理し、配膳、下膳、食事介助等はまた別の職員が行うといった場




















(10) [吉村, 2013]内、p. 73 左下図参照。
(11) 訪問介護サービスの内、訪問入浴介護は通常看護職員１名と介護職員２名または、介護職員３名で行われる

































































要性が高い [木村, 2007, p. 230]といえる。この企業内部の従業員に対しての企業側のマー
ケティング活動が、すなわちインターナル・マーケティング（Internal Marketing、以下、
IM と記載。）である。この様に、先進諸国においてサービス経済化が発展し、サービス・









(13) Berry の定義によると、当該組織において、従業員を内部市場（Internal market）、それら従業員の仕事を内
部製品（Internal product）と捉えた上で、内部市場が満足する内部製品を設計し提供する事で従業員満足を高
めることを目的としている。 [高橋 昭, 2014, p. 14]
20
つの視点でもって組織内の部門間を統合する水平的な管理手法である」(14)と述べている。同
様に、[Berry and Parasuraman, 1991, 対訳: 蒲生, 2009, p. 255]は、「IMとは従業員のニーズ
を満たしうる職務設計（Job product）を通じて、適任の従業員を惹きつけ、開発し、動機づ
け、そして維持することである。IMは従業員を顧客として扱う哲学であり、それは人々をニ










[高橋 昭, 2014, p. 168-169]、次のように、より具体的に施策と目的を示した定義が採用さ
れることもある。「標的従業員に対して、動機づけ、権限委譲、役割明確性などの手段を有
効に行使して、標的従業員の職務満足と成果を向上させること及び離職を避けることを目
的とするマーケティング活動」 [高橋 昭, 2014, p. 30]。
この様に、IM の定義には規範的なものから、より具体的なものまで多岐に渡っている。



























を示したモデルをサービス・プロフィット・チェーン（Service Profit Chain、 以下、SPC
と記載。）と呼ぶ。この SPC モデルは主に[Heskett, Jones, Loveman, Sasser, and Schlesinger,
1994]（以下、[Heskett et al, 1994]と記載。）や [Heskett, Sasser, and Schlesinger, 1997]らに
よって提唱されたことを発端として、今日まで同モデルに依拠し、その発展に貢献してい
る研究は多い。例として、小売店を対象とした [Printchard and Silvestro, 2005]や [M.A.,
2005]、銀行の個人向け事業を対象とした [Gelade and Young, 2005]、学校施設の従事者と
学生に同モデルを適応した[Cirone, 2003]等が挙げられ、これらは各対象産業における SPC
モデル内の部分的な関係性を実証している。
ここでは[蒲生, 2009, p. 254]や [高橋 昭, 2014, p. 47]内でも引用されている [Heskett et
al, 1994, p. 166]のモデル図を参考にして、その変数間の関係性とその中での IM の位置づけ
について簡潔に述べる。（図７）
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図 7 SPC モデル























を促しているという [日経 BP 社②, 2012, p. 25]。
また、②医療法人元気会・横浜病院では、顧客満足度、及び職員満足度の目標値を定め
ると共に、同数値の定期的な測定を行っている。加えて、同院の目指すべき未来の在り方
をヴィジョンとして明言化し、介護職員を含む全職員に周知している [日経 BP 社, 2014, p.
36-37]。同様に、③社会福祉法人宮城厚生福祉会でも、特別養護老人ホーム新設の際、施
設の掲げる基本理念を新規に入職した職員に作らせるという研修施策を行っている [木谷,










































果が実証されているものとして [Mitchell at el., 2001]や [Singh and Loncar, 2010]が挙げら
れ、それぞれ米国とカナダの看護師を対象としたものである。
加えて、 [Kim and Chang, 2014]によって、組織コミットメントが看護師の離職意思を















米国の看護師を対象にした [Peltier et al., 2006](15)や、薬物依存者や無住居者らを支援す
る非営利組織の成員を対象にした [Bennett and Barkensjo, 2005](16)らの研究では IMによっ
て当該成員の職務に対する満足度や忠誠心が向上したと実証されている。その他、営業担
当者や接客担当者を対象とした [高橋 昭, 2014](17)や保険会社の従業員を対象とした





従業員職業満足度（Employee Job Satisfaction）、及び従業員満足度（Employee Satisfaction）
(15) 同研究では、IM を Financial Bond(給与などの金銭的繋がり)、Social Bond(職場の人間関係等の社会的繋が
り)、Structural Bond(仕事の裁量権や柔軟性などの職務構造的繋がり)の三つに大別している。




ケティング活動を IM として定義している。 [高橋 昭, 2014, p. 30, 31-37]
(18) 同研究では Pays、Workplace、Promotion、Internal Product を IM の構成要素としている。Job Satisfaction







れ、一括りに述べる事が困難であり [高橋 弘, 1997, p. 123-124]、今日までそれらはいくつ
かの下位概念の下で議論されている。以下では、先行研究を概観した際に見受けられた傾
向を記している。
まず、医療機関の全従事者を対象とした [Tsai and Wu, 2006](19)や看護師を対象とした





その一方、銀行員を対象にした [Shekary et al., 2012](21)、及び銀行管理職を対象にした









(19) 本研究では、Vision and Development、Human Resource Management の二要素を IM の構成要素としてい
る。Organizational Commitment に対する IM の β 値は 0.79(p<.001)
(20) IM の構成要素は脚注(10)と同様。Organizational Commitment に対する IM の β 値は 0.78(p<0.001)
(21) 本研究では、Awarding System、Supervisor Support、Empowerment、Appraisal System、Empathy の５
つをＩＭの構成要素としている。Organizational Commitment に対する β 値 0.70(p<0.001)
(22) 本研究では、Vision、Development、Reward をＩＭの構成要素としている。Organizational Commitment
に対する IM の β 値 0.325(p<0.001)
27









上述した様な、ES と OC それぞれに焦点を当てた研究に加えて、両変数を一つの仮説モ
デル内に取り入れた上で、それらの関係性を検証している研究もある。例として、[Parry,
2008]、[Yücel, 2012]、[Lee, 1994]、[Lok and Crawford, 2001]、[Ding and Lin, 2006]等が挙
げられ、これらは看護師や医療施設従事者、及び製造業従事者を対象に行われている。こ
れらでは、元々ES が高い従事者もしくは同変数の高まりによって、当該従事者の OC が向
上することが指摘されている。さらに、同二変数間の関係に対する IM の有用性を検証し
ている研究もあり、例えば [Chen et al., 2013]、 [Hsu et al., 2013]、 [Back et al., 2010]が挙
げられる。看護師や医療従事者、及び娯楽施設従事者を対象としたこれらの研究内では、
IM によってまず ES が高められ、結果として、OC が向上するという因果モデルが実証さ
れている。
以上までを鑑みると、ES と OC の両変数間には強い関係がある事が伺え、先行研究の結
果を踏まえると、OC は ES によっても高められる可能性があるという点が示唆される。よ
って本研究においても、ES と OC それぞれに対する IM の有用性の検証に加えて、対象者
の ES がその OC に与える影響についても併せて検証すべきであるといえよう。
第５節 ＩＭの構成概念



















例えば、 [Begat et al., 2005]では看護師が職務環境へ求める心理的な要素として、同僚間
との関係や職場内での協力関係、良い情報伝達が抽出されている。さらに、 [Chen et al.,







































(25) 14 年 6 月 20 日、本研究に際して、東京都に所在する某特別養護老人ホームの施設管理者にインタビューを
行う機会を頂いた。同意見はその際に得たものである。
30
上記の研究群の他にも同要素は多くの研究で取り上げられており、 [Wu et al., 2013]、
[Foreman and Money, 1995]、 [Anaza, 2010]、 [Akroush et al., 2013](26)等がある。このよ
うに多くの産業内で研修制度及びトレーニングが ES または OC の向上に有効な IM 上の
施策として取り上げられている。
第５項 給与・評価制度
同様に、給与や評価制度の管理も IM に含まれるべき要素である。 [Anaza, 2010]や
[Foreman and Money, 1995]、 [Shekary et al., 2012]では従業員に対する十分な給与や透明








































19 歳以下 2 0.9%
20-24 歳 32 15.0%
25-29 歳 47 22.0%
30-34 歳 20 9.3%
35-39 歳 39 18.2%
40 代 37 17.3%
50 代 33 15.4%
無回答 4 1.9%
勤務年数
1 年未満 38 17.8%
1-3 年未満 36 16.8%
3-5 年未満 47 22.0%
5-7 年未満 39 18.2%













































分析を行い、先行研究と同様に一つの因子を抽出している。次に、OC と IM に関する項目
それぞれには因子数を固定しない探索的因子分析を行う事で、同業界独自の因子の抽出を
行った後、抽出された因子から仮説群を導出している。
尚、同分析には IBM 社の SPSS Statistics version 22 を使用した。因子抽出には主因子法、
プロマックス回転を採用し、固有値が１以上のものを潜在変数として採択している。また、

































Cronbach α .912 .717
次に、OC に関する質問項目への回答の因子分析である。先行研究群では OC の構成因
子として、①Value commitment、②Effort commitment､③Retention commitment の三つ
が提示されていたが、本分析では二つの因子が抽出された。（表６）信頼度係数は両値とも









項目 因子① 因子② 因子③ 因子④ 因子⑤ 因子⑥
39 1.034 -.208 -.068 .032 .005 -.055
33 .868 -.324 .044 -.003 -.140 -.037
13 .837 -.045 .049 -.046 -.109 .042
36 .715 -.040 .050 .116 -.122 .111
44 .642 .197 .018 -.004 .096 -.090
38 .499 .047 .044 .075 .113 .055
46 .483 .100 -.361 .097 .140 .122
42 .453 .330 .050 -.148 .178 .059
10 -.246 .992 -.196 .103 -.174 .092
18 -.326 .953 -.093 .048 -.061 .107
6 .140 .611 .192 -.128 -.113 .086
19 .134 .541 .178 .103 -.071 -.013
28 .103 .475 .121 -.036 .186 -.008
24 .409 .458 -.126 -.206 .104 .066
23 .213 .456 .031 .127 -.056 -.091
26 -.078 .380 .301 -.042 .269 -.257
4 -.108 -.065 .987 .041 -.037 -.026
8 .026 -.149 .938 -.023 .078 .029
40 .234 -.017 .526 .197 -.114 .153
12 .134 .220 .473 .019 -.047 .181
32 -.065 -.018 .144 .775 .022 -.044
47 .186 .002 -.057 .641 .102 -.005
14 .036 .096 -.028 .607 .033 -.082
48 .273 .280 .023 .386 -.028 -.119
43 -.154 -.014 -.004 .038 .836 .074
22 -.030 -.154 .126 -.027 .713 .018
37
34 -.025 -.072 -.162 .120 .666 .161
20 .032 .163 -.004 -.001 .369 -.246
30 .106 .189 .020 -.143 -.011 .609
41 -.077 -.043 .134 .082 .352 .607
抽出後の負荷量平方和の分散(%) 35.131 6.317 5.144 3.492 2.927 2.204














これらの仮説群の関係性を図示したものが図８である。これらの検証には IBM の Statistic









































カイ二乗 自由度 有意確率 GFI AGFI RMSEA NFI CFI






仮説 No. 標準化推定値 有意確率
①従業員の成長への投資
→ 従業員満足度 H1a -0.187 n.s.
→ 組織への当事者意識 H1b 0.296 *
→ 組織への献身的な努力 H1c 0.449 n.s.
②業務に見合った報酬と適切な評価
→ 従業員満足度 H2a 0.799 ***
→ 組織への当事者意識 H2b 0.082 n.s.
→ 組織への献身的な努力 H2c -1.525 *
③上司の部下への関与
→ 従業員満足度 H3a 0.040 n.s.
→ 組織への当事者意識 H3b 0.190 *
→ 組織への献身的な努力 H3c -0.031 n.s.
41
④自主性の尊重
→ 従業員満足度 H4a 0.029 n.s.
→ 組織への当事者意識 H4b 0.190 n.s.
→ 組織への献身的な努力 H4c -0.031 n.s.
⑤円滑なチーム型業務遂行
→ 従業員満足度 H5a 0.288 **
→ 組織への当事者意識 H5b -0.061 n.s.
→ 組織への献身的な努力 H5c -0.264 n.s.
⑥業務外での同僚との友好関係の形成
→ 従業員満足度 H6a 0.134 n.s.
→ 組織への当事者意識 H6b -0.172 *
→ 組織への献身的な努力 H6c -0.280 n.s.
従業員満足度
→ 組織への当事者意識 H7a 0.686 ***






























カイ二乗 自由度 有意確率 GFI AGFI RMSEA NFI CFI
1723.527 759 0.000 0.716 0.677 0.077 0.708 0.810
仮説 No. 標準化推定値 有意確率
①従業員の成長への投資 → 組織への当事者意識 H1b 0.202 ***
②業務に見合った報酬と適切な評価
→ 従業員満足度 H2a 0.758 ***
→ 組織への献身的な努力 H2c -0.926 ***
③上司の部下への関与 → 組織への当事者意識 H3b 0.178 ***
⑤円滑なチーム型業務遂行 → 従業員満足度 H5a 0.249 **
⑥業務外での同僚との友好関係の形成 → 組織への当事者意識 H6b -0.122 **
従業員満足度
→ 組織への当事者意識 H7a 0.708 **


















































さらに、 [高橋 昭, 2014]のアプローチを参考にして、本章第２節の分析結果に基づいた
各因子の総合的な効果分析を試みた。まず、表 12 は従業員満足度を経由して組織への当事
者意識、及び組織への献身的な努力の二つの OC 因子に作用する各 IM 変数の間接効果を
一覧したものである。また、これらに前章第２節で算出された標準化推定値の直接効果を















0 0.537 0 0.176 0
組織への献
身的な努力














度 0 0.758 0 0.249 0
組織への当
事者意識 0.202 0.537 0.178 0.176 -0.122
組織への献


































ＯＪＴ実施者の育成を挙げる。 [津田, 2014, p.29]によれば、介護業界の研修というと、介
護の知識や技術に関する勉強会や他の参加者との意見・情報交換会といった職務を離れた

































































で施行される事が望ましい。IM に課せられる目的が異なれば、有効な IM ミックスは異な
(28) 脚注(25)と同様。本意見は、同氏の考える介護職員としての優秀さについて伺った際に示された一意見で
ある。
(29) [日経ヘルスケア, 2010, p.26-39]を参考。
(30) [日経産業新聞, 2014, 10 月 1 日]や [日刊工業新聞, 2014]等。
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続いて、SPC モデルに基づいた IM が利用者の顧客満足度に与える関係性の実証も今後
の課題である。前述の通り、IM の最終的な目的は顧客満足の向上にあり、その前段階とし
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Tsai and Wu 2006,
Tsai and Wu 2011
If good friend of mine told me that he/she was interested in working in a job like mine, I would strongly
recommend it.
All in all, I am very satisfied with my current job.
In general, my job measures up to the sort of job I wanted when I took it.




I have a strong sense of belonging to the hospital.
I am willing to serve this hospital.
I am proud to be a part of this hospital.
I care about the future development of the hospital
I am willing to put extra effort to achieve the goals of my job.
Effort commitment
I try my best to overcome the difficulties of my job.
I am willing to pass on my working experience to new staff.
I actively help my colleagues to solve problems in their work.
I feel I will have a promising future if I stay in this hospital.
Retention commitment
I have a profound attachment to this hospital.
With the present working environment and system, I am willing to stay in this hospital.
If I leave this hospital, I will have guilt feelings.
組織内のコミュニケーション
Anaza 2010
My supervisor is sincerely listening to the problems I have doing my job.
My supervisor is sincerely concerned about personal problems I have that may affect my performance
My supervisor communicates to me how my job task fit into the overall firm effort.
My supervisor is never too busy to talk with me when I need him/her
62
I can discuss my problems.
Begat, Ellefsen,
and Severinsson
2005 Peltier et al.
2003
I get the information I need.
I belong to a fellowship
I collaborate well with others
I get support from others when I need it




Our organization offers employees a vision that they can believe in.
We communicate our organization’s vision well to employees.





Management allows me to use my own judgment in solving problems.
Management encourage me to take initiatives





My place of employment prepares me to perform well.
My place of employment views the development of knowledge and skills in employees as an investment
rather than a cost.
Skill and knowledge development of employees happen as an ongoing process in my workplace
In my workplace, the employees are properly trained to perform their service roles.
I have the opportunities to attend external seminars. Chang and Chang
2008, Gronroos
1994
Our hospital offers adequate on-the-job training.
給与及び評価制度
Anaza 2010
My pay is far adequate.
The pay system is transparent
My income and annual increase are much related to those of other people with similar qualifications
working in this or any other industry
Our performance measurement and reward systems encourage employees to work together Foreman and
63
We measure and reward employee performance that contributes most to our organization's vision Money 1995
We use the data we gather from employees to improve their jobs, and to develop the strategy of the
organization
In our organization, those employees who provide excellent service are rewarded for their efforts.
職場環境
Goetze 2000
The working conditions (heating, lighting, ventilation, etc.) on this job
The physical surroundings where I work
The working conditions
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Appendix B
2. 質問票（表）
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（裏）
